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説論
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1．はじめに
　刑事政策論は、一国の犯罪・犯罪者政策に関する意思決定に焦点を当て
るが、これに止まらず、諸国の政策にも関心を寄せる。なぜなら、刑事政
策の根ざす理念、思想、方向性は人類社会に共通するとの認識が存するか
らである。刑事政策の国際性という概念は、このような認識から出発す
る。
　刑事政策、なかでも犯罪対処活動の性格を論じる際には、その前提とし
て、「犯罪」・「犯罪者」を分析・理解する必要がある。けだし、これらの
ありようは当然刑事政策の性格を規定するからである。しかしながら、
「犯罪」・「犯罪者」を論じることがいかに困難であるかは、各論者がさま
ざまな定義を試みていることからも明らかである。
　従来、刑事政策において犯罪概念を論及するに当たっては、法的概念を
基軸とし、これに拘泥する傾向が強くみられた。これは、一般に刑事政策
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が多く法学者によって専攻されることにも由来するが、しかし、最近では
欧米諸国において刑事政策と犯罪学の融合が進み、広義の犯罪学が総合科
学としてこれらを包含する潮流からすれば、また、近年、後述するよう
に、刑事政策の関心が徐々に推移する状況もみられ、犯罪が人間的社会的
現象であることを確認して、たんに法的概念の分析にとどまらず、ひろく
犯罪の根ざす人間的社会的基盤を分析する必要がある。
　犯罪を論じることは、すなわち人問の行動やパーソナリティを論じるこ
とであり、それはとりもなおさず人間そのものを論じることに他ならな
い。したがって、この領域は必ずしも刑事政策研究者、犯罪学者の独占分
野とは言い難く、法学はもちろん、心理学、精神医学、生物学、教育学、
社会学等、種々の分野が交錯する学際的な領域とされてきた。しかしなが
ら、刑事政策の基盤となる領域では、こんにちそれらを研究する人間行動
科学が十分に発達しているとも言い難いし、さらに厄介なことは、刑事政
策では人間行動科学の成果だけに拘泥するわけでもなく、他方で、犯罪に
対する社会的反動の一つである刑罰という国家作用を論じる関係で、国家
についても論じなければならないという複雑な使命を有する。刑事政策論
ないし刑事政策学が未熟とされ、依然として体系化に成功していない理由
は、「人間」と「国家」という壮大なテーマを抱え込んでいる点にも起因
しているように思われる。
　本稿がテーマとする刑事政策の国際性を論じるには、当然、この犯罪概
念を明らかにし、かつそれが現象する時間的空間的な設定を吟味する必要
性が生じる。時間的とは、いうまでもなく現在ないし歴史であり、場所と
は国家ないし社会である。しばしば、刑事政策の「世界性」が論じられる
ことがあるが、世界性は、この時間的空間的広がりをもったより広範な概
念であって、そこには時間、空間の観念が混入している。その点、国際性
とは、いわゆる民族国家のテリトリーを意識した場所的ないしは地理的側
面が強い。
　須々木主一教授は、すでに「刑事政策の世界性」について論じられて
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（1）
おり、その前提としての犯罪概念、犯罪者概念の分析を通じて、その世界
性の問題点を鋭く指摘されているが、本稿はこれに対して、一方で犯罪の
普遍性という世界共通部分と、他方で各国の刑事政策を決定づける文化的
規定性に関する二つの部分を論じることによって、国際性を論じる際の留
意事項を若干提示することとしたい。
2．犯罪のグローバリゼーション
　近年、犯罪のグローバル化（globalization）の傾向あるいは国越犯罪
（transnational　crime）の増加が指摘される。この現象はきわめて広範であ
り、たんにテロリストの活動や組織犯罪の暗躍を示すにとどまらず、企業
活動、インターネット通信等の一般市民の社会生活にまで影響を及ぼす可
能性を含む問題である。そして、このような犯罪現象に対して、従来の民
族国家（nation　state）だけでは対応が困難であり、またその限界が存する
　　　　　　　　（2）との指摘が示されている。そして、犯罪のグローバル化に対応する犯罪対
処活動、刑事政策のグローバル化も、また必要とされる。
　グローバリゼーションは、社会科学の境界を越えた分析の最前部に位置
するとされるが、はたして刑事政策においてどのような位置づけになるの
であろうか。「リスク社会」を論じたベックによれば、グローバリゼーシ
ョンとは統治的民族国家が縦横に交わり、さまざまな権力、志向、アイデ
ンティティ、ネットワークを抱える国越の行為者によって浸食される過程
であるという。同様に、ギデンズもグローバリゼーションは世界的な社会
関係の集中によって定義できるとし、その関係は物理的に地点の離れた地
域間の状況を遠隔の地で発生した出来事によって決定するという方法で結
合しており、その逆もまた生じうるという。ヘルドほかは、グローバリゼ
ーションを概念化して、社会関係・社会取引における空間的組織の変遷を
具体化する過程ととらえ、その過程を通じて、大陸間、地域間の活動の流
　　　　　　　　　　　　　　　（3）れやネットワークが生み出されるとする。
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　このようなグローバリゼーションの分析から、ローダーとスパータス
　　　　　　　　（4）は、次の4点を指摘する。第一に、国家間、社会間の関係が、政治・経済
の領域に限らず変化し、固有の社会を他とは異なる明瞭な組織体として分
析することが困難となる。かつて固有の社会は境界を画してきたからであ
る。第二に、ネットワークと流動（フロー）の問題、つまり資本、製品、
人民、象徴、情報の動きなど、従来それぞれの国家内の文脈に止まってい
た流れが前面に押し出される。第三に、地域の社会関係、また特定場所の
運命が変えられる。統治的権威は、もはやたんなるなわばり的なものに過
ぎず、民族国家の単一の権力はその代わりに、国内的囲い込みを回避して
国家を越えた新しい権限の場所を生み出そうとする。第四に、グローバリ
ゼーションがもたらす貧富の社会的問隙、不安定性、不平等の格差が生ま
れる。他方で、矛盾した政治的対応、つまり懐古的な原理主義、暴力的抵
抗主義があり、新しい国際的な社会運動や世界主義的な可能性をグロバリ
ティが先導することになる。このようにグローバリゼーションは国家・地
域を超えた新しい秩序の構築過程と理解される。
　それでは、犯罪、安全、統制、つまり刑事政策の諸問題は、グローバリ
ゼーションに伴って、どのような影響や変化をみせるのであろうか。この
端的な影響は、犯罪学的にみると、犯罪組織や多国籍企業の活動にみられ
る。けだし、旧来の民族国家の刑事司法機関は、これらの犯罪に対して十
分な対応をとることが困難だからである。「国越犯罪（transnational
crime）」とは、一般に国境を越えた薬物取引、武器密輸、（売春のための）
人身売買、鍼物故買、臓器輸出、国際テロ・詐欺、金融犯罪（たとえばマ
ネーロンダリング）その他の活動を指し、さまざまな領域を含んでいる。
さらには、国家レベルでは、スパイ活動、テロ、搾取、誘拐等、国家規模
に至るものまで散見される。ここで注目されるのは、これらの活動が開発
途上国の貧困にあえぐ若者らにいわば英雄視される、活発な人材供給が行
われていることである。このような状況から、彼らはそれ自身のコード
（決まり、掟）と秩序維持システムを有しており、まさに「私的秩序」が構
　　　　　　　　　　　　　　刑事政策の国際性にっいて（守山）　285
　　　　　　　　　　　　　　　（5〉築されている点に大きな特徴がみられる。つまり、ギデンズが言うよう
に、グローバリゼーションとは、たんに国内の問題が国外に流出した現象
ではなく、それがさらに国内に環流する現象をいう。すなわち、「グロー
バル化をたんに世界が一体化する過程としてだけ考えるのは誤りであろ
う。社会関係のグローバル化は、第一義的には、社会生活における時間と
距離の再秩序化として理解すべきである。いいかえれば、われわれの生活
は、われわれが日々活動している社会状況から遠く離れたところで生起す
る出来事によって、ますます強い影響を受けるようになってきたので
（6）
ある。」
　こんにちの犯罪のグローバル化は、なおいっそう他国で生起する犯罪現
象が「対岸の火事」ではないことを再認識させるものではあるが、しか
し、このようなグローバリゼーションといった格別の、あるいは新奇の現
象を指摘するまでもなく、たとえば窃盗がほとんどの国家・社会できわめ
て普遍的な犯罪類型であることをとっても、犯罪がどの社会、どの時代に
も一定程度普遍である点は確認可能である。そして、またこれらの普遍的
犯罪類型に対する対処も、また同様であり、警察、検察、裁判、矯正、保
護といった各種の刑事司法機関が、どの国家、どの社会にも設置されてい
る点に鑑みても、犯罪対処活動の普遍性を指摘しうるであろう。したがっ
て、グローバリゼーションはその顕著な実例であり、犯罪の普遍性がより
いっそう明瞭になったことを示す一場面に過ぎない。
3．犯罪および犯罪対処活動の普遍性
　（1）犯罪の普遍性
　刑事政策の国際性ないし世界性を論じる基底には、「犯罪の普遍性」の
認識がある。犯罪は各種の法益侵害をもたらす行為であり、各国家・社会
はこれを放置することなく規制し、刑罰をはじめとする法的対応をとるの
が一般であるから、犯罪が普遍的である限り、刑事政策も普遍であり、世
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界共通の認識があると言わねばならない。
　ところで、デュルケイムの指摘を待つまでもなく、犯罪はどの社会、ど
の時代にも存在する。人類はいまだかつて犯罪のない社会を経験したこと
がない。刑事政策の国際性は、まずもって、新しい認識によって論じられ
るというよりも、犯罪の普遍性がその拠り所にあることは疑いがないであ
ろう。したがって、犯罪が時間的空間的に普遍であれば、その対応も、一
般的にいえば普遍である。したがって、同種の犯罪に対して、多少の相違
はあるにせよ、異なった国が全く異なった対応を取ることは考えにくい
し、現に諸国が国際協力の下、同様の対応をとる傾向がみられる。
　犯罪の普遍性とは、「社会的に見ても、人間的に見ても、犯罪などはご
くありふれた現象たるにすぎないこと、すなわち、一般的に言って、犯罪
は、特定の人種、特定の国家・社会、特定の社会階層に属する人びと、特
定条件を備えた人などに固有の特徴的現象であるというわけではなく、社
会的行動能力を持つすべての人がかつてなんらかの犯罪を行った経験を持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）ち、また可能的犯罪者として生きている、という基本的認識」である。こ
の普遍性には、社会的普遍性と人間的普遍性が含まれるが、本稿の関係で
いえば、前者が重要である。
　社会的普遍性とは、上述のように、犯罪の普遍性のうち、「犯罪は人間
社会に共通の現象であるということ」である。とくに、ガロファロが自然
犯概念を創出したように、この範疇の犯罪はどの社会にも共通してみられ
る現象であり、たとえば、資本主義、社会主義を問わず多くの国で、自然
犯の典型である窃盗は最も発生数の多い犯罪であって、まさに普遍的な犯
罪ということができる。もちろん、法あるところ犯罪ありとされ、その意
味で法的普遍性を確認しうるし、現に一部行政犯の説明に利用可能である
が、他方で、社会あるところ法ありともいえる。つまり、犯罪の社会的普
遍性が確認される場面である。
　これに関して、しばしば引用されるのが、デュルケイムの「犯罪正常
説」である。ここでいう「正常」とは、「是非善悪の判断と無関係な「社
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会的事実」に認識であって、ある社会に普遍的に見出され、その社会にた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）いして構成的な機能を営むものであることを意味する。」デュルケイム日
く、「犯罪をまぬがれないような社会はまったく考えられないということ
からして、犯罪は正常なものである」、「犯罪は、たんにかくかくしかじか
の種にぞくする諸社会の大部分においてみとめられるといったものではな
く、あらゆる類型のあらゆる社会においてその存在が観察されている。お
よそ犯罪行為の存しないような社会はない。たしかにその形態はいろいろ
変わるから、犯罪と称される行為はどこにあっても同じであるわけではな
い。けれども、どこの場所、いつの時代においても、刑罰的な抑圧をわが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）身にまねくような仕方で振舞う人間というものは存在してきた。」この説
は、いうまでもなく、当時の通説であった「犯罪病理説」に対して論じた
ものであるが、彼も旧著『自殺論』ではこの通説に従っていたのである。
したがって、彼は論を展開するにあたって種々の限定を設けており、また
躊躇も感じられる。しかしながら、「犯罪には、規範に働きかけてその変
容、すなわち社会の進歩・発展に役立つというプラス作用があり、その意
味で、社会にとって有用である。犯罪はその社会の人びとの自由と活力の
象徴である」、そこで「およそ犯罪の発生しない社会などは、異様に非人
　　　　　　　　　　　　　　　　（10）間的な、非現実的な社会ということになる。」現に、デュルケイムもアテ
ナイのソクラテスの例を挙げ、彼の行った行為（思想犯）は犯罪であった
が、当時のアテナイの人々にとって必要とした道徳と信念を提供した点に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）おいて、祖国ばかりでなく人類においても有益であったと断じている。
　デュルケイムのこのような所論は、確かに一面で犯罪の社会的普遍性を
支持するのに役立ってはいるがしかし、犯罪が正常か病理かを問わず、
犯罪は普遍的であるといえるであろう。なぜならば、犯罪が社会的に病理
であったとしても、その病理がどの社会にも存在するのであれば、やはり
犯罪の普遍性を原理として支持しうるからである。したがって、必ずしも
「犯罪正常説」を持ち出すまでもなく、犯罪は普遍であるといってよい。
さらには、また、他方で、犯罪が完全になくなることはないという意味
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で、犯罪撲滅はありえない目標であり、せいぜい犯罪管理、犯罪予防・防
止が人問社会の努力目標であることを示している。
　（2）犯罪対処活動の普遍性
　犯罪対処活動の現実を担うのは、主として各刑事司法機関であり、この
普遍性も指摘される。なぜなら、刑事政策の国際化において、他国との捜
査・判決・刑罰の融通は、類似ないし近似の刑事司法機関が存在している
ことが前提だからである。似通った犯罪類型とそれに対する似通った犯罪
対応がその基本といえる。
　おおむね、犯罪者対処活動を行う刑事司法機関が発生し発展するのは、
欧米においても19世紀から20世紀にかけてであった。実際、警察を初めと
する刑事司法機関の確立はこの150年ほどの出来事に過ぎない。しかし、
この刑事司法機関の成立はその後の犯罪対処活動に大きな影響を与えてき
た。刑事司法制度の歴史を分析するデビッド・ガーランドが指摘するよう
に、「民族国家は、次第に警察活動による統制と処罰を、世俗的権威から
離れて掌握するようになり、刑事司法の新しい制度の中にそれらを集中す
るようになると、警察ほかの処罰機関は次第に固有の近代的形態をとるよ
うになる。治安維持活動は素人や個々人に委ねられる広く分散した権威を
停止し、その代わりに国の一部を形成する専門組織の訓練を行い、専門化
　　　　　　　　　　　　（12）された職員の作業としたのである。」
　そこで、その普遍性の実例として、犯罪対処活動の各種制度が近代化
し、専門化した状況を、刑事施設としての刑務所と少年に対する特殊な機
関としての少年司法を例にとって以下にみてみよう。
　　　　　　　　（13）　①近代刑務所の出現
　拘禁の場所は有史以来存在するが、刑罰目的で利用されるようになるの
はそれほど古いことではない。イギリスにおいて、自由刑を目的とした近
代的刑務所の出現は18世紀になってからのことであって、それ以前は、い
わば刑の執行を待つ場所にすぎなかった。この時代、刑罰はむち打ち、拷
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問、身体切断、死刑などの過酷な刑罰が中心であり、はっきりと自由刑が
　　　　　　　　　　（14）意識されるのはかなり新しい。初期の刑務所は過酷な状況にあり、男女、
成人・児童、未決囚・既決囚が混合して、あるいは行った犯罪、健康状態
にかかりわりなく収容された。とくに衛生状態は悲惨で、当時監獄熱とよ
ばれた発疹チフスが蔓延し、多くは獄死した。
　しかし、18世紀前後から数多くの法令が作られ、1699年法では、カウン
ティの司法官に刑事施設を建設し、あるいは修復する権限が与えられ、
1702年にはニューゲート、マラシャルシーなどの刑務所に対する査察が行
われて、混合収容から分離収容へと形態が変化し、分類処遇が開始され
た。
　もっとも、刑務所制度の改革は早くから行われており、1556年に創設さ
れたロンドンのブライドウェル施設はつとに著名である。いわば自由刑の
萌芽ともよぶべき施設であって、授産を目的とした、当時ロンドンにあふ
れていた浮浪者対策の一環であり、この施設では労働によって勤勉性を身
につけさせる発想がとられ、初期段階では一定程度の成功を収めている。
1609年法は、各カウンティに刑事施設のブライドウェルの建設を強制し
た。
　このようにして、刑罰の形態も公開処刑といった様式から、次第にブラ
イドウェルをモデルとした応報的あるいは改善的な概念としての刑罰執行
へと向かい、さらには植民地への流刑に代替されるようになった。つま
り、当時、植民地の二一ズとも相まって、過酷な死刑に対する代替策とし
て「新世界」における重労働が適当とされ、1615年に最初の流刑が始ま
り、1775年までに3万人の受刑者がアメリカ大陸に送られている。しか
し、その後、流刑には抑止力がないとして批判を受けるようになる。とい
うのも、流刑先の植民地で財をなす受刑者が現れ始めたからである。
　このような批判を受けて、流刑が次第に衰退し、政府はこれに代わって
「監獄船（hulk）」を用いるようになり、ロンドン・テムズ川には多くの船
が浮かび、犯罪者を一時的に収容したが、船内は不衛生であり、規律も過
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度に厳格で、食事も項末であった。そこで、過剰収容と不衛生は船内に疾
病を蔓延させ、その3分の1は病死したと伝えられる。このような悲惨な
状況にもかかわらず、監獄船が消えるのは1857年のことで、同じ年に流刑
も言渡刑としては廃止された。
　刑務所改革の始まりが1777年のジョン・ハワードの『監獄事情』であっ
たことも、またよく知られる。ベッドフォード州の監察官として管轄内の
刑務所の悲惨な状況に驚いたハワードに対して、担当の治安判事らは他の
カウンティの刑務所も同じであり、もし違うというのであれば証拠を示せ
と迫った。そこで、ハワードはイングランドの全ての刑務所を訪問し記録
をしたため、報告書としてまとめた。この報告書は社会に動揺を与え、そ
の結果、急激な刑務所改革が巻き起こったのである。そして、新法が次々
と発せられ、1774年の収容者釈放法、収容者衛生法、そして1779年の監獄
法に結実した。ハワードの功績は、それまで腐敗が進んでいた刑務官の収
入にメスを入れたこと、また衛生状態の改善と収容者の分類を提言したこ
とにある。
　この影響を最も強く受けた刑務所が、ロンドンに1815年に創設されたミ
ルバンク刑務所で、同所では改善を目的に、言い渡された刑に従って、宗
教と労働を結合する収容者の分離独居が初めて実現した（いわゆる厳正独
居）。1835年の監獄法は、さらに刑務所監察官制度を設け、中央政府のも
とで刑務所の外部からの統制を可能にした。しかし、この独居拘禁は1842
年に終焉する。なぜなら、この様式は多くの収容者に精神障害をもたらし
たからである。これに代わって、ペントビル施設が1842年に創設され、刑
務所内の規律制度の確立と収容者の分離処遇がさらに発達するが、同様に
精神障害の問題と、結果的には再犯防止に効果が認められなかったことか
ら、やはり批判を受け、ひとたび改善主義は終息し、ますます厳格な刑務
所運営が普及した。
　デビッド・ガーランドは、これらの経緯を「刑罰的福祉主義（penal一
　　　　　　　　（15）wa・farism）」と名付けた。っまり、犯罪者に対する人道主義と福祉主義の
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強まりはみせながらも、世論の応報主義にねざす刑罰強化は維持されてい
るからである。
　このように、刑務所の存在、拘禁の利用は、おおむね多くの国で普遍的
であった。歴史的にみて、拘禁の出現と利用はそれを支持する社会的勢力
が存在したからに他ならない。犯罪者を拘禁すること自体に対して、民衆
の支持を得ていたのである。もっとも、拘禁は直接犯罪者処遇と結合した
わけではなく、中世までは刑罰のほとんどは死刑であり、先にみたよう
に、拘禁は死刑執行の待機中に利用されたにすぎなかった。しかし、のち
に自由刑と呼ばれる刑罰形態が出現し、死刑と切り離され、次第に犯罪者
処遇の観念と結びつく。このような自由刑の展開は、刑事政策においては
ほぼ自明のこととされ、どの教科書においてなんら格別の検討なく記載さ
れるのが普通である。その理由は、その経緯が普遍的であるからであろ
う。
　実は、わが国の自由刑の展開においても同様の経緯がみられる。いわゆ
る江戸後期の人足寄場は、当初、無宿浪人などを収容する保安処分施設で
あったが、次第に刑の執行場所へと変貌する。そこでは、「受刑者の道徳
的改善を促し、油絞り、農業などの職業を習得させ、かつ工賃を与えて将
　　　　　　　　　　　　　　　　（16）来の生業に役立たせるなどの配慮を加えた。」このように、近代刑事施設
は、自由刑施設への方向性を有し、こんにちの刑務所へと至っている。
　さらに、わが国が19世紀後半に開国と同時に、欧米文化とくに欧米の刑
事制度を取り入れるようになると、その後の推移はほとんど同様であり、
まさに普遍的な経緯をたどる。ヨーロッパ・スタンダードあるいはアメリ
カン・スタンダードが移入されたからである。現に、わが国に存在する刑
事司法制度の大半は欧米産である。
　この経緯は、明治初期における獄制改革の流れにみることができる。す
なわち、当時のその大きな政治的眼目は欧米列国に対する治外法権の撤廃
であり、獄制改革はその一つの喫緊の課題であった。そのため当時、イギ
リス領香港やシンガポールの監獄則あるいは監獄施設の綿密な調査を行
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い、その結果が明治5年の監獄則並図式あるいはパノプチコン様式の堅牢
建築であった。さらには、イギリス式の受刑者階級制がとられ、懲役形態
は5級から1級までの進級方式を採用した。これらは、確かに列国制度の
模倣とはいえ、わが国の監獄制度を当時世界最先端と言わしめ、近代的監
獄制度の出発点になったことは否めない。
　ところが、わが国が欧米諸国の流れを後追いしない現象が生じた。その
分岐点は1970年代に訪れる。犯罪者に対して同じ拘禁利用を行いながら、
拘禁目的自体が分化してきたのである。それが、いわゆる正義モデルと社
会復帰（改善）モデルの対立とされる。そして、わが国は欧米の流れとは
異なって、こんにちにおいても社会復帰モデルを採用しており、しばしば
監獄法改正ないしは刑事施設法案にもその「処遇原則」明記が議論されて
きた。しかし、わが国にいう「社会復帰モデル」は後述するように、明ら
かにかって欧米諸国が採用した社会復帰モデルとは異なるのであり、いわ
ば日本型行刑として、世界的にみればかなり独自の犯罪者処遇、施設運営
を行なっていると言わねばならない。
　②少年司法の誕生
　近代国家は、おおむね成人犯罪者と非行少年の手続分離、処遇分離を行
い、非行少年に特別な法的地位を与えている。いうまでもなく、わが国に
も少年法が存在し、非行少年の特別審判機関として家庭裁判所が設置され
ている。このように、少年の年齢区分が国家によって若干の違いはあって
も必ず設けられており、少年司法自体、こんにちでは普遍的といってよ
い。
　この少年概念自体が生まれたのは、それほど古いことはでない。フラン
スの博物学者フィリップ・アリエスは、その著『子どもの誕生』で「少
年」あるいは「子ども」の概念自体が近代の産物であり、近代ヨーロッパ
以前には「小さな大人」は存在しても、「子ども」は存在しなかったと述
　　（17）
べている。
　実際、少年司法制度が正規に誕生するには、アメリカ・イリノイ州で少
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年裁判所が誕生する1899年を待たねばならかなった。イギリスにおいては
1908年のことであり、この100年の経緯に過ぎない。わが国でいわゆる旧
少年法が成立するのが大正11年（1922年）のことであり、イギリスよりわ
ずか14年の遅れにすぎない。また、感化法が成立した明治33年（1900年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18〉にはすでにパレンス・パトリエ思想との出会いがみられたという。
　それでは、このような少年・成人分離の思想はどのように生まれたので
あろうか。イギリスの展開に関する分析に限られるが、少年犯罪者と成人
犯罪者の分離はあくまでも施設内の悪風感染の防止に端を発しており、い
わゆる再犯防止が狙いであって、人道的ないし処遇上の配慮ではなかった
　　（19）
とされる。その証拠に、イギリス最初の少年裁判所はいわゆる刑事裁判所
　（20）
モデル（criminal　court　model）を採用し、手続上はほとんど成人と同じ扱
いであり、ひたすら成人犯罪者との物理的接触の回避に努めたに過ぎない
という。これに対して、アメリカではパレンス・バトリエ原理を導入した
社会化裁判所モデル（socializedcourtmodel）が優勢を占め、「非行」とい
う特別な概念を創設して、少年に対する人道主義が顕在化した。一般的に
言って、この社会化モデルがその後、世界的に普及し、わが国も旧少年法
以来、基本的にはこの延長上にあるといってよいであろう。
　もっとも、その後よく知られるように、英米両国の少年司法においては
歴史的皮肉が生じる。すなわち、当初イリノイ少年裁判所で社会化モデル
を採用したアメリカは、1960年代、70年代、とくに1967年のいわゆるゴー
ルト事件によって刑事裁判所モデルに転じ、逆にイギリスでは1960年代福
祉モデルが優勢となり、とくに1969年児童若年者法（The　Children　and
Young　Persons　Act1969）は社会化モデルを採用した。要するに、両国は
源初のモデルを転換したのである。しかしながら、イギリスではさらに
1993年のジェームズ・バルジャー事件を契機に刑事裁判化が進み、他方、
わが国でも2000年の少年法改正において刑事裁判所モデルに一歩接近した
点には注目すべきであろう。
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4．刑事政策の関心の変遷
　刑事政策の関心は、この30年ほどの間に大きく変化してきた。歴史的に
みると、16世紀後半に自由刑が誕生し、施設での拘禁が自由刑の展開を生
み、その後一環して犯罪者を拘禁し、その間に処遇を行う形態が定着し
た。とくに、19世紀後半に実証主義犯罪学が誕生し、いわゆる伝統型犯罪
学として展開するようになると、犯罪原因論と犯罪者処遇が密接に結合
し、いわば需要と供給の関係を作り出して、その後の100年の刑事政策を
支配したのであった。その関係が揺るぎ始めるのが、先にも述べたよう
に、1970年代のアメリカで生じた“Nothing　Works”論議であって、それ
以降、アメリカとこれに追随したヨーロッパ諸国では犯罪原因論とその受
け手であった犯罪者処遇論が衰退し、こんにちに至っている。その問に、
被害者に対する認識が高まり、従来の被害者学の枠を越えて「被害者の時
代」を迎えたとされたのであった。他方で、犯罪者処遇論、つまり再犯予
防論が衰退したことで刑事政策の重要な任務である犯罪予防はその主要な
手段を失うことになり、これに代わって登場したのが未然予防を主眼とす
る環境犯罪学ないしは状況的犯罪予防論であった。これらを図式化したの
　　　　　（21）
が、図1である。
図1　関心の変遷
Criminal　event
criminality viCtimiSatiOn
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　この図は、犯罪原因論を中心とした伝統型犯罪学が、犯罪者（crimina1－
ity）に対する関心を失うにつれて次第に衰退し、被害者に対する関心を
経て、こんにち「行為」つまり犯罪の発生事実（criminalevent）に対する
関心が強まっていることを示している。
　ここでいう伝統型犯罪学とは、いわゆる犯罪原因論を中心とした犯罪学
をよび、主流犯罪学（main－stream　criminology）ともいわれる。伝統型犯
罪学はしたがって、警察、検察、裁判所、矯正、保護といった一連の刑事
司法機関の基盤となる領域である。これらの機関に関する研究は、犯罪・
非行の発生を前提とし、事後的な犯罪処理、さらには事後処理を基盤とし
た特別予防を対象とする。すなわち、現実の犯罪者・非行少年を検挙し
て、その犯罪・非行の原因を探り、その研究成果を資料として、刑事司法
過程を通じてその者の処遇を検討する。要するに、この領域では犯罪・非
行の発生事実は所与のものとして受容され、問題はこれらの行為を行った
者に対するアプローチとして、犯罪・非行の原因をわれわれはどのよっに
考え、どのように対処すべきかが検討される。いってみれば、その焦点は
行為者本位であって、行為本位ではなく、要するに「ひと」本位の研究で
ある。したがって、先述したように、この領域では犯罪の発生自体、つま
りcriminal　eventには必ずしも重きが置かれず、たんに警察活動をはじ
めとするその善後措置の端緒を与えるにすぎないとされてきた。そして、
この領域の特色は、刑事司法機関の研究と同様に、きわめて制度化、体系
化されている点にある。20世紀の大半は、少なくとも1970年代までは、こ
の思考に基づいて犯罪学が形成された。とりわけアメリカは、イタリア実
証学派ないしドイツ近代学派の主張を採用して、犯罪原因論に根ざす刑事
司法制度を整備し、伝統型犯罪学を発展させた国であった。
　私見によれば、わが国の刑事司法も、ほぼこれらと同様の推移を辿って
きた。これこそ、まさに刑事政策の国際主義が発揮された場面である。と
くに、わが国の行刑の歩みは欧米のさまざまな原理によって支配されてき
た。「わが国の行刑は、こうした国際的視点や、国際的接触に関する関心
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なしには理解することはできない。それは日本がヨーロッパ的刑事裁判構
　　　　　　　　　　　　　（22）造を採用してきたことの宿命である。」しかし、少なくとも1970年代以降、
欧米諸国と同様の経緯を辿っているか否かは疑問であり、一般に、わが国
は挟を分かって、依然「社会復帰モデル」を採用しているものとされる。
しかし、先述したように、はたしてわが国にいう「社会復帰」と欧米のそ
れとは同質のものであるか、あるいはそもそも「社会復帰モデル」自体の
構造が同質なのかは、十分に検討しなければならない問題である。
　もっとも、上記は図式的にその展開を述べたもので、こんにちにおいて
も犯罪原因論は行われ、被害者問題もさらに進展をみており、必ずしも全
か無かという図式ではないことはいうまでもない。しかしながら、これら
の流れは欧米、そしてわが国にもみられる傾向であり、こんにち犯罪原因
論、そして犯罪者処遇論が必ずしも活発に論じられる状況にはなく、低迷
しているといわざるを得ないであろう。とくに、被害問題（vicitimiza－
tion）は未然予防論（criminal　event）と密接に結合しており、たとえば犯
罪の未然予防の負担が市民に課されるに従って、市民は潜在的な被害者と
して位置づけられ、結果として互いに問題性を強めあう関係にある。
5．犯罪対処活動の文化的規定性
　須々木教授は、刑事政策の国際性、世界性の場面で各国、各社会に共通
して考えられる領域は「犯罪者処遇の理念」だとされる。すなわち、「犯
罪者の処遇は個々人に向かい（処遇の個別化）、処遇を行う者の念頭には、
対象者の国籍のことなどあろうはずがない、一人の人間の問題である、そ
れは、言わば、戦場における赤十字の働きのようなものである」と述べら
　　（23）
れている。
　確かに、上述したように、犯罪者処遇の理念は、犯罪者拘禁の理念と並
んで普遍的である。歴史的にみても、犯罪者の処遇概念はいずれの国家、
社会にみられた。しかしながら、以下にみるように、その理念が実践に移
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される際、刑務所の現場で顕現した態様は、各国家・社会の文化的規定を
受けているように思われる。
　先に犯罪の社会的普遍性、さらには、それに対応する犯罪対処活動の普
遍性も指摘した。しかし、詳細に検討すると、犯罪が社会的に普遍的であ
りながら、他方で、犯罪に対する対応、つまり犯罪対処活動が犯罪者の所
属する社会に固有の対応であり、またさらに小規模な地域社会に固有の対
応である場面が看取される。つまり、犯罪対処活動が一定程度、その社会
固有の文化、伝統、慣習、思考様式に規定される場面があるとの認識が必
要である。ここでは、これを文化的規定性とよぼう。この関係では、たん
に犯罪者処遇の領域に限らず、ひろく犯罪俳行、場合によっては逸脱）な
いしは犯罪者に対する国家・社会の介入の場面で、種々の文化的要因が作
用し、結果的には国家の刑事政策の有り様を決定する要素を明らかにしな
ければならない。
　但し、この文化的規定性を理念的に分析する作業自体、かなりの困難を
伴う。なぜなら、伝統、慣習さらには人々の思考様式を分析するとなると
壮大な比較文化論を展開せざるを得ず、きわめて学際的な研究が求められ
るからである。そこで、以下では、刑事政策の一場面を取り上げ、象徴的
にこの種の議論が可能な実例を挙げて、今後のさらなる研究の一助とした
い。
　（1）処遇における「人間関係」
　欧米ではかつて、犯罪者処遇をめぐって「社会復帰（改善）モデル」と
「正義（応報）モデル」との対立がみられ、こんにち「正義モデル」が優
勢とされる。そして、わが国では依然、「社会復帰モデル」が採用されて
いるとされる。したがって、少なくとも30年以上前までは欧米諸国でもわ
が国と同様に、「社会復帰モデル」が採用され、少なくとも犯罪者処遇の
基底にある思想自体は同じであったということになる。しかしながら、実
際にはその内容は大きく異なるように思われる。わが国の「社会復帰モデ
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ル」の根底にあるのは、刑務官と受刑者のより情緒的な人間関係である。
刑務官はしばしば「おやじ」、「担当さん」といわれ、受刑者との間に疑似
親子関係が構築され、これを通じて再犯予防、社会復帰が図られる構造を
とるとされる。刑務官は基本的に施設内の秩序維持を任務としながら、他
方で受刑者の処遇も行う体制がとられ、欧米にように、刑務官の主たる任
務が専ら保安であるのとは大きな違いである。
　このような人間的な情愛が最も端的に示されるのが、各地で頻繁に開催
されている「刑務所作業製品展」と銘打った行事であろう。1980年代か
ら、わが国では刑務作業の予算システムが改変され、刑務作業の原材料費
の一部は刑務所で生産された製品の販売によって賄われるようになった。
そこで、登場したのが一般消費者を対象とした「製品展」であって、会場
では「CAPIC」ブランドの諸々の製品が即売されている。この「製品展」
は、たんに刑務所で生産された廉価な商品を一般市民に販売するという意
味合いだけにとどまらない。「犯罪者がこのような立派な物を作った」と
いう、一般市民の情に訴え、「犯罪者にもまともな感情がある」、「犯罪者
といえでも決して根っから悪党ではない」との安堵の情を与えているよう
に思われる。そして、これが市民の赦しの感情へとも発展することが期待
されているのかもしれない。市民は製品を購入することで、他の市販製品
とは異なる思いをはせ、また見知らぬ犯罪者に対する哀れみ、慈しみの情
を催すかもしれない。こうして、わが国では、犯罪者への赦しの情が形成
される。ここで看取されるのは、この犯罪者に対する情のほかに、受刑者
が刑務所で「まじめに働く」意義である。受刑者の勤勉さが評価される場
面である。
　しかし、これが欧米社会となると事情は大きく異なる。つまり、「刑務
所作業製品展」などという催し自体、考えることができない。その意味は
二つある。第一に、刑務官が受刑者に対して情緒的感情を抱くこと自体、
考えにくいことである。刑務官は、上述したように保安を任務として、暴
動、逃走、殺傷事故等の事態に備えて武器を携帯し、それらの阻止のため
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に武器を使用することが許されており、いわば刑務官と受刑者は敵対関係
にある。一般に、「心の通い合い」などといった情緒的関係は形成される
とは考えにくい。あるとしても、個々の特別な関係で生じるにすぎない。
この理由の一つには、刑務官と受刑者との人種的、階級的対立も考えられ
る。第二に、刑務作業はあくまでも受刑者の意思に反する強制であり、基
本的に搾取であるとの前提をとる。国内はもちろん、海外の刑務所で生産
　　　　　　　　　　　　　　　　（24）された製品を販売することは考えられない。現に、イギリスには外国の刑
務所で製造された製品を輸入・販売することを禁じる「1897年外国刑務所
製造製品法（The　Foreign　Prison－Made　Goods　Act　l897）」が制定されて
（25）
いる。また、当然、このような一般市民への刑務所製品の市販は、民業圧
迫問題も生じよう。
　（2）刑務作業における「労働」
　刑事司法制度の中核の一つに「労働」がある。刑事司法制度において
「労働」はさまざまな形で利用されている。懲役刑における労働はいうま
でもなく、罰金未納に対する労役、コミュニティ・サービスにおける社会
作業などさまざまである。このように、刑罰ないし犯罪者処遇と労働が結
合するのは16世紀後半、北ヨーロッパ、とくにオランダ・アムステルダム
の懲治場が最初であると言われる。もちろん、刑罰ないし犯罪者処遇と労
働が必然的に結びっくわけではなく、労働を用いない方式もあり、近年の
欧米諸国では労働を科さない自由刑形態も少なくない。
　ところで、この労働は各国、各社会によってその見方は大きく異なる。
つまり、この労働観はその国、その社会の文化、伝統、宗教によって大き
な影響を受け、外観としては同様にあっても、その根底にある思想や背景
は大きく異なるように思われる。その典型的な対立軸は、欧米の罪悪的労
働観と東洋の勤勉的労働観であろう。その根底には宗教的文化的相違があ
る。たとえば、イギリスではこんにちでも最下層の社会階級をworking
classとよぶ。つまり、社会の底辺にある人々は働くべしという労働蔑視
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の思想が横たわっている。したがって、労働は人々にとって日常的に必ず
必要なルーティンではない。これに対して東洋、少なくともわが国におい
ては、労働はその人の社会的価値を示す一つの指標であり、仮に裕福な家
庭の子弟であっても働いていないと「ぶらぶらしたドラ息、子」と後ろ指を
指されるかねない。
　わが国の刑務作業の一っの機能として、生活指導があげられる。つま
り、刑務作業を受刑者に行わせるのは、社会復帰の際に労働の習慣を身に
つけさせるためであり、犯罪はいわば生活の乱れから生じた結果であっ
て、「まじめに働くこと」が社会復帰の第一の条件とされる。したがって、
わが国の矯正の現場は作業中心に構成されており、作業中の態度が仮釈放
などの時期や累進級を決定する重要な要素となっており、受刑者もその点
を十分に承知して作業に従事するのが現状である。もちろん、懲役刑であ
れば一日一定時間の労働が義務づけられ、一般労働者と同様の1日8時間
労働が維持されている。もちろん、欧米においても、社会復帰モデルが衰
退したとはいえ、労働が全く行われていないわけでもなく、一部では依然
として刑務所内での作業がみられるが、わが国の有り様と相当異なるよう
に思われる。しかも、わが国では刑務作業に対する対価は支払われず、き
わめて少額の、いわば報奨としての「作業賞与金」であり、欧米の多くの
国が採用する「賃金」制とは大きく異なる。つまり、欧米でも労働は社会
復帰の一手段とは考えられているが、重視されるのは結果であって内容で
はない。これに対して、わが国では、一般の勤勉な国民と同じように働く
ことによって、生活習慣を身につけることが重要であるから、対価を得る
ための手段とは位置づけられないのである。他方、欧米で賃金制が強調さ
れるのは、自らの意思に反して労働を強制されたことに対する報酬であ
り、対価であって、当然支払われるべきとされるのである。したがって、
欧米では次第に、労働を伴わない自由（拘禁）刑が主流になりつつあり、
また従来から単一刑の議論がみられる。これに反して、わが国では禁鋼刑
受刑者の大半が労働を希望して請願作業に従事するという、欧米では考え
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にくい事態がみられる。この他にも、「労働」が刑事司法のあり方をとく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）キーワードになるうる場面は他にもあるように思われる。
　（3）児童虐待に対する介入
　近年、わが国にも児童虐待防止法が制定され、欧米なみの立法が図られ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）た。これは、わが国において国連の「子どもの権利条約」の批准を受けた
国内的な立法措置とされる。同法2条において、規制すべき「児童虐待」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）が列挙され、一応の児童虐待の定義がなされている。一般的に、国際的基
準によれば、「児童虐待」には、①身体的虐待、②精神的虐待、③性的虐
待、④ネグレクト（放任・怠慢）の4つが類型化され、識別されている。
これらは、ほぼ普遍的な概念として各国に共通するかのように思われる
が、問題はその中味である。実際の現象として、わが国には身体的虐待が
多く、欧米では比較的性的虐待が多いという現象面は別として、とくに④
ネグレクトをめぐる概念では、その文化的要素として大きな相違があるよ
うに思われる。
　わが法の定義では、ネグレクトは「児童の心身の正常な発達を妨げるよ
うな著しい減食又は長時間の放置その他の保護者としての監護を著しく怠
ること」とされる。一般に、育児放棄として考えられるような規定の仕方
となっている。ところが、欧米の定義では、ネグレクトはさらに広義にと
らえられており、およそ「児童を危険状態にさらすこと」を防止する趣旨
に解される。たとえば、イギリス法、とくに1933年児童法（The　Children
Act　l933）第11条では、12歳未満の児童を保護者の監護なく室内ないし一
定場所に放置し、火傷その他の危険な状態においた場合、その保護者は処
罰されることになっている。つまり、わが国でも事故の絶えない自動車内
　　　　　　　　　（29）での児童の長時間の放置、あるいは保護者が留守中における自宅での放置
は「児童虐待」であり、このほかにも児童を危険状態にさらす場合に多く
　　　　　　　　　　　　（30）児童虐待として犯罪化されており、わが国でも児童虐待に対する法制は世
界基準に従って整備されているような外観はあるが、詳細をみると、内容
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は相当異なる。
　その根底にあるのは、おそらく文化的伝統的な子供観の相違であろう。
最も象徴的に対比すれば、欧米の「神の子」か、わが国の「親の私物」か
の違いであろう。前者において、子どもは公共の存在であり、たまたま生
みの親に保護を委ねているに過ぎず、もしその親の監督が不適切であれば
躊躇なく子どもは取り上げられ、他の適切な人物ないし機関に保護が委ね
られる。一般に里親制度あるいは養子縁組が盛んなのは、この事情を物語
るように思われる。わが国でも、児童虐待防止法の成立に伴い、ようやく
児童相談所や警察の介入権限が強められ、強制的な児童の一時保護が活用
されるようになってはいるが、依然として、「親の私物」観は根強く、親
の元で子どもは育つのが一番という信念には変わりないように思われる。
つまり、同じ児童虐待の概念が用いられながら、文化的規定性を強く受
け、それに伴って公的介入のようは大きく異なるように思われる。
6．おわりに
　刑事政策の国際性を論じる際、彼我の相違を明らかにする必要性がある
と述べた。つまり、刑事政策が無条件に、時代、社会を越えて普遍だとす
れば、刑事政策の国際性を論じる議論の実益は失われるからである。国際
性を論じると言うことは、とりもなおさず、彼我の違いを承認することか
ら始まる。筆者は、各国の犯罪対処活動が文化的要素に決定されることに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）つき、その一端をすでに他のところで論じているが、試論の域を出ていな
い。なぜなら、この種の研究作業は文化論、文明論へと至り、膨大な比較
研究にならざるをえないことから、個人の研究範囲を超えているからであ
る。しかし、だからといって、その作業を怠れば、依然として刑事政策
論、刑事政策学は未熟なままにとどまることになろう。
　本稿は、須々木主一教授のこれまでの壮大な理論的分析作業からすれ
ば、ほんの断片に過ぎず、十分に学恩に報いられたか否かは定かではない
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が、今後もこの種の視点は維持していかねばならないと考える。
（1）①須々木主一「刑事政策の世界性にっいて～その限界に関する試論的素描」比
較法学22巻2号1頁以下、②同「刑事政策の世界性について（2）～その限界に関する
試論的素描」比較法学23巻1号1頁以下を参照。
（2〉　Ian　Loader　and　Richard　Sparks，Contemporary　Landscapes　of　Crime，
0rder，and　Control；Govemance，Risk　and　Globalization，Mike　Maguire　et　a1
　（eds．），The　Oxfor（i　Handbook　of　Criminology，3rd　ed．，2002，p．95．
（3）　アンソニー・ギデンズ（松尾精文他訳）『社会学改訂新版』（而立書房、1993
年）514頁。
（4）
（5）
（6）
（7）
（法学書院、1980年）
1．Loader　and　R．Sparks，ibid．，p．96．
1．Loader　and　R．Sparks，ibid．，p．90－91．
アンソニー・ギデンズ、前掲514頁。
須々木主一「犯罪の普遍性」森下忠・須々木主一編『刑事政策　増補改訂版』
　　　　　　　9頁・10頁。須々木教授は、「人間的普遍性」として、メツガ
ァブラハムセン、レヴィンの各公式を示され、「犯罪が人間の行動として特殊
　な発生論的構造をもつものではないことは、犯罪学で試みられた犯罪公式のっえに
　ごく印象的に表れている」が（同書12・13頁）、必ずしも完全ではなく、社会学的
視点の介入は不可欠として、最終的には小川太郎の「b・d・rダイナミックス」
　（同書・33頁）を推奨される。
（8）須々木・前掲書（7）11頁。
（9）エミール・デュルケム（宮島喬訳）『社会学的方法の基準』（岩波書店、1978
年）153頁。
（10）
（11）
（12）
（13）
須々木・前掲書（7）11頁。
デュルケム・前掲書159頁。
David　Garland，The　Culture　of　Control，2001，p．27．
この項の記述については、Chris　Watts，The　History　of　the　Prison　System，
　Shane　Bryans　and　Rachel　Jones（eds．），Prisons　and　the　Prisoners：Introduction
to　the　Work　of　Her　Majesty’s　Prison　Service，2001，p．16．以下を参照した。
（14）C。Watts，ibid．，p．16。
（15）David　Garland，Punishment　and　Welfare；A　History　of　Penal　Strategies，
1985．で「刑罰福祉主義」を論じている。
（16）大井久「戦時行刑」朝倉京一他編『日本の矯正と保護　第1巻行刑編』（有斐
閣、1980年）42、43頁。
（17）　フィッリプ・アリエス（杉山光信・杉山恵美子）『子供の誕生』（みすず書房、
1980年）28、29頁。また、「児童に関する事項は必ずしも成人のそれと識別される
社会問題として扱われてきたわけではなかった。20世紀に至るまで児童期は人生の
短い時期であって、重要な段階とはいえなかったのである。」（Allison　Morris　and
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　Henri　Giller，Juvenile　Justice，1987，P．9）
（18）森田　明『未成年者保護法と現代社会～保護と自律のあいだ』（有斐閣、1999
年）200，201頁参照。
（19）　渡邉泰洋「イギリス少年裁判所への道程～成人・少年処遇分離の試みとしての
改善学校」国士舘法研論集第2号31－32頁以下参照。これによると、「少年にも犯罪
によっては死刑が宣告されたが、実際には死刑の執行はまれであったといわれる。
　その代わりに、西インド諸島、オーストラリアなどの植民地への流刑が広く行われ
た。当該児童・少年はテムズ川に係留している流刑のための移送船によってこれら
の地に送られた」（31頁）が、この船内で場合によっては数ヶ月を過ごさねばなら
　ず、成人犯罪者からの悪風感染が深刻であったという。
（20）ファーストとブランティンガムは、少年裁判所の発展モデルには二つあると
　し、一つに「修正された刑事裁判所モデル（reformed　criminal　court）」、他の一
つを「社会化された裁判所モデル（socialized　court）」とし、前者はイギリス型、
後者はアメリカ・イリノイ型であるとする（Frederic　L．Faust　and　Paul　J．
Brantingham，Juvenile　Justice　Philosophy，1979，p．2．（なお、この詳細な分析に
ついては、渡邉泰洋「イギリスにおける少年裁判所モデルに関する論争」（国士舘
法研論集4号、2003年）を参照）。したがって、イギリス型では、パレンス・パト
　リエ概念が採用されておらず、いわゆる地位犯罪（status　offence）の概念も見ら
れない特徴がある。なお、わが国の大正少年法はアメリカ型を継承したと考えられ
　る。
（21）筆者は、すでにこの推移については他のところで論じている。拙稿「21世紀の
犯罪者処遇」犯罪と非行132号4頁以下、同「犯罪予防論の現代的意義」犯罪と非
行13号5頁以下。
（22）小川太郎「わが国の行刑の歩み」朝倉京一他編『日本の矯正と保護　第1巻行
刑編』（有斐閣、1980年）1頁。
（23）須々木・前掲論文（（1）①）3頁。
（24）1990年代初め、イギリスの紅茶会社が紅茶原料を中国から輸入した際、その原
料の一部に中国の刑務所で生産された原料が含まれていることが判明し、政府が輸
入を差し止めるという騒ぎがみられた。イギリス国民の紅茶に対する特別な思い、
あるいは天安門事件の直後という特殊事情もあるが、やはり、「刑務所の作業は強
制であり、基本的には搾取である」という認識が強いものと思われる。また、ここ
にも労働観が示されているともいえよう。
（25）　もっとも、同法の制定当初の意図としては、受刑者の人権保障というよりも国
内産業育成、民業圧迫の防止の観点から施行されたが、こんにちでは受刑者の搾取
禁止の色合いが濃い。
（26）その好例として、罰金刑が挙げられよう。すなわち、わが刑法典では、刑罰の
重い順に、死刑、懲役、禁鋼、罰金、拘留、科料となっており（刑法第9条）、1
万円以上の金銭刑である罰金刑が30日未満の拘禁を伴う短期自由刑の拘留より上位
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　に位置づけられている点が注目される。これは、通例、刑法制定当時の罰金下限額
　（20円）が一般庶民の生活レベルからするときわめて高額であることで説明されて
いる。しかし、それに加えて、ドイツの影響を強く受けたこの法制において、やは
　り欧米の労働観が根底にあったものと考えられる。けだし、欧米人にとって、労働
の対価たる金銭は、自由に過ごすことのできた時間を（いやいやながら）労働のた
めに費やした代償であり、貴重なのである。なお、刑務作業の機能につき文化的国
家的相違を指摘するものとして、王雲海『刑務作業の比較研究（中国、米国、日
本）』（信山社、2001年）がある。
（27）　国連「子どもの権利条約」は、児童の労働禁止や搾取、児童の発言権等をうた
　っているが、一般に、国連が策定する条約は、その加盟国数（2002年191ヶ国）か
　らして、その主眼は対象国のうち、おおむね発展途上国の改善をめざすことにあ
　り、国情、社会情勢等、多岐にわたる対象国を一律に扱うこと自体、無理があるよ
　うに思われる。もちろん、わが国にも子どもをめぐる問題において改善すべき状況
　は少なくないが、「子どもの権利条約」は発展途上国における未就学児童、ストリ
ート・チュードレン、児童売春等の問題に対処するものであって、先進諸国の状況
　と必ずしも適合するものではないようにも思われる。
（28）　わが国の児童虐待防止法（児童虐待の防止等に関する法律）第2条によると、
　児童虐待とは保護者が18歳未満の児童に対して、「一、児童の身体に外傷が生じ、
又は生じるおそれのある暴行を加えること、二、児童にわいせつな行為をすること
又は児童をしてわいせつな行為をさせること、三、児童の心身の正常な発達を妨げ
　るような著しい減食又は長時間の放置その他保護者としての監護を著しく怠るこ
　と、四、児童に著しく心理的外傷を与える言動を行うこと」である。この順に、身
体的暴行、性的虐待、ネグレタト、精神的虐待を意味し、国際的基準に基本的に合
致する。
（29）　この場面で想起されるのは、1995年にアメリカ・カ11フォルニア州で発生した
　日本人夫婦に対する児童虐待容疑である。すなわち、彼らは同地のスーパーマーケ
　ットで買い物をする際に、駐車場に幼い息子を車内に残しておいたところ、同車内
　でその幼児が転倒し出血しているところを係員が発見し、同夫婦は同州の児童虐待
罪で逮捕されたという事件であった。
（30）欧米諸国の中には、一定年齢以下の児童を車の助手席に単独で座らせる行為を
　犯罪化している国がみられる。
（31）拙稿「刑事司法の比較文化的理解～更生保護における人間関係をもとめて」更
　生保護制度施行50周年記念論文集『更生保護の課題と展望』549頁以下参照。
